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いるという点を指摘している（石戸・大隈 2014; 杉崎 2014）。また、吉



















1.2 日本における選挙の特性と SNS 利用 












































外も SNS を継続的に利用している可能性、SNS の利用においては地域











外のコミュニケーションは重要ではない（平林 2014: 40）。 
 一方、政党ではなく個人による政治広告についての研究も存在する。



































































たって用いる問いやデータを吟味し、第 4 節および第 5 節で政治家の















2.1 政治的文脈における SNS  
 本題に入る前に SNS について説明する。日本における代表的な SNS
は通信アプリの LINE（月間アクティブユーザー7,000 万人）、マイクロ
ブログの Twitter（4,000万人）、狭義の SNS3)に該当する Facebook（2,800
万人）、画像共有サイトの Instagram（2,000 万人）の 4 つである4)。表






で情報の流通を行っている。ただし、通信アプリである LINE に関し 
                                                  
3) SNS は本来「コミュニティ型の会員制のサービス」を機能とするも
のであり、厳密には Twitter や Instagram などは SNS には該当しない
が（ガイアックス編集部 2017）、本論文では広義の SNS の一種として
取り扱う。 
4) 「【最新版】2017 年 10 月更新！ 11 のソーシャルメディア最新動向




表 1 SNS ごとの主要機能についての説明 
（ガイアックス編集部 2017 より筆者作成） 
  Twitter Facebook Instagram 
正式な分類 マイクロブログ SNS（狭義） 画像共有サイト 
コスト 無料 
匿名性 ハンドルネーム可 実名が前提 ハンドルネーム可 









拡散機能 あり なし 
（ハッシュタグ） 















                                                  
5)「政党 LINE アカウント 民主・公明・みんな以外の 7 党が撤退」『ハ





に活用されている SNS は Twitter と Facebook に限られている。 




















































































説明力しか持たないことも知られている（三宅 1989: 132）。 











































 選挙においてマーケティングが応用されるようになったのは 1990 年




























 表 2 は、アメリカの選挙マーケティングのフレームワークに基づいて、




表 2 2008 年および 2016 年のアメリカ大統領選挙における 
マーケティングの事例研究（平林 2014, 2016, 2017 より筆者作成） 












Change! Yes, we can! 
反エリート・不満のはけ口 
Make America Great Again! 































林 2014: 297-372）。 
Twitter や自前の「マイ・バラク・オバマ・ドットコム」といったオバ
マの SNS 活用は、そういった知名度の差を埋めるために役立った。オバ














































                                                  
9) CNN EXIT POLLS（http://edition.cnn.com/election/results/exit-






2017）。このように、2 人の選挙は SNS を通じた政党支持・候補者志向
の投票行動に訴求するアピールを通じて、草の根の自発的運動体の形成
を達成したことによって勝利へとつなげていったのである。 





















表 3 Lees-Marshment によるによる英国式政党マーケティング 
（Lees-Marshment 2001; 平林 2014: 41） 
マーケティング・プロセス 政党の 3 タイプ 
プロダクト指向 販売指向 マーケット指向 
市場情報の収集分析（前） × × ステージ 1 
プロダクトデザイン ステージ 1 ステージ 1 ステージ 2 
市場情報の収集分析（後） × ステージ 2 × 
プロダクト調整 × × ステージ 3 
実行 × × ステージ 4 
コミュニケーション ステージ 2 ステージ 3 ステージ 5 
キャンペーン ステージ 3 ステージ 4 ステージ 6 
選挙 ステージ 4 ステージ 5 ステージ 7 















よるものであることが説明できる（三宅 1989; 平野 2001）。 



























図 1 「保守王国」の一覧（衆議院・参議院 1990a, 1990b, および 
朝日新聞の記事より筆者作成） 
■：1955 年の自民党結党から 2017 年 10 月の衆院選まで、衆院の選挙区の半数以 
上または参院で議席を失ったことがない都道府県 







は 1993 年に、田中角栄の後継である田中眞紀子は 2003 年に自民党を
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たらすための結束を見せた（逢坂 2014: 58）。 

















                                                  
10) ただし、2009 年の衆院選時には麻生太郎内閣の支持率が 20％未満
になっており、これまでの選挙において自民党候補に投票してきた有権


























                                                  
11) 「山崎拓氏「加藤の乱、ネット人気に酔った」」『日本経済新聞』









回衆議院議員総選挙（「郵政選挙」）での議席数 3 分の 2 必達目標、そし
て 2009 年の第 45 回衆議院議員総選挙での野党転落という 2 度の転機
は自民党にオンライン・マーケティングを研究させるきっかけとなった。
その成果として、自民党はオバマに大統領選勝利をもたらしたデータ解
析と草の根動員という 2 つの新しい技術を手に入れている（西田 2015）。 

































































14) 日本共産党の発行している機関紙。2017 年に 113 万部を発行して
おり、業界 5 位である産経新聞の 158 万部と比較しても発行部数の多
さがうかがえる。「しんぶん赤旗 部数が産経を超える日も近いとの見




























2012 年 2 月 14 日
（https://www.nikkei.com/article/DGXDZO40553660Z10C12A4TS400
0/, 2018.1.1） 
18) 長谷川豊「人工透析患者は殺せ！（本人ブログ）」（2016 年 11 月 16
日）、上西小百合「サッカーの応援しているだけのくせに、なんかやっ
た気になってるのムカつく。他人に自分の人生乗っけてんじゃねえよ。
（本人 Twitter）」（2017 年 7 月 15 日）、足立康史「朝日新聞、死ね


















                                                  
19) 「音喜多駿都議、上田令子都議が都民ファ―ストの会を離党 「い
つ、どこで、誰が、なにを決めているのかさっぱりわからない」」
『Logmi』2017 年 10 月 5 日（http://logmi.jp/239232, 2017.12.13）. 
20) 「希望、「ガバナンス長」廃止へ＝目玉ポスト」『時事ドットコムニ
ュース』2017 年 10 月 31 日
（https://www.jiji.com/jc/article?k=2017103101311, 2017.12.13）. 
21) 希望の党は連合の中でも最大派閥である UA ゼンセンが支持を表明
していた。「労働組合票どこへ 連合静岡、民進分裂で揺れる」『静岡新
聞』2017 年 10 月 17 日（http://www.at-
s.com/news/article/politics/shizuoka/416032.html, 2018.1.4）. 
22) 「民進分裂で 150 億円の資金はどこへ 「希望」と「立憲民主」で









の高い広報戦略が活かされており24)、10 月 14 日に実施した演説会「東
京大作戦 1014」では 6,500 人の動員に成功し25)、16 議席から 55 議席へ
と躍進を果たした。これらの広報戦略は若者に向けられたものであり、








                                                  
23) 2015 年 5 月から 2016 年 8 月まで活動していた日本の学生により結
成された政治団体「自由と民主主義のための学生緊急行動」の略称。 
24) 「なぜ#立憲民主党 は議席を伸ばしたのか？裏方に徹した元
SEALDs の力」『BuzzFeedNews』2017 年 10 月 22 日
（https://www.buzzfeed.com/jp/satoruishido/sealds?utm_term=.twk2
oNvPv#.bk2avrkBk, 2012.12.8） 
25) 「枝野代表、東京大作戦！吉祥寺→新宿→池袋→で計 6,500 人集め
る／衆院選」『サンケイスポーツ』2017 年 10 月 15 日
（http://www.sanspo.com/geino/news/20171015/pol17101505020001-
n1.html, 2012.12.8）. 
26) 「SNS 効果は本当？ 躍進・立憲民主党を支えたのは若者より「シ






図 2 年代別投票先（NHK 出口調査27）より筆者加工） 
注：数字は左から順に自民・希望・立憲民主投票者の割合である。 
 
表 4 各党のネット選挙の取り組み 
政党名 共産 
民進 






















                                                  
27) 「出口調査から見える衆議院選挙」『NHK NEWS WEB』2017 年































































































































仮説 2 政治家の SNS 利用状況は地域によって異なる。自民党に有
利な地域では SNS のアカウントを保有しない、あるいは投稿数が
少なくなる傾向にある。 






























































 43～45 ページにある表 5 は、本研究で用いる変数の一覧である。本研
究では、2017 年 10 月 22 日投開票の第 48 回衆議院議員総選挙に立候補
した政治家を対象にデータを作成した。対象となる観察数は個人レベル
にあたる立候補者 1,180 人、選挙区にあたる集団数は小選挙区 291、 
 39 
 











URL を利用して集計した。Twitter アカウントの保有者は 1,180 人中
562 人、Facebook アカウントの保有者は 727 人であった。このうちい
ずれかを保有している政治家は 803 人、両方を保有している政治家は
486 人、いずれも保有していない政治家は 377 人であった。 
Twitter および Facebook に関するデータは、Twitter API および
Facebook API と連携した R 64-bit（R Core Team 2017）のパッケージ
である rtweet（Kearney 2016）および Rfacebook（Barbera et al. 2017）
を用いて、2017 年 10 月 21 日から遡って、API の取得可能最大投稿件
数である 3,200 件を上限に取得した。Twitter アカウントの保有者のう
ちデータを取得できたのは、アカウントの保有を確認できた 562 人のう
ち 96.80%にあたる 544 人、Facebook 保有者のうち取得できたのは 727
人のうち 32.87％にあたる 239 人である。Facebook の閲覧はユーザー
                                                  





なくても閲覧できる 239 個のアカウントのみ取得できた。 











前回の衆院選の投開票日の翌日である 2014 年 12 月 14 日から今回の衆
院選の公示日前日にあたる 2017 年 10 月 9 日までの期間に投稿された
数を、2014年 12月 14日から 2017年 10月 9日までの日数である 1,043、
もしくは取得できた最も古い投稿の日付から 2017 年 10 月 9 日までの
日数のうち小さいほうで除した数値である。また「1 日あたり投稿数（期
間中）」は、今回の衆院選の公示日である 2017 年 10 月 10 日から投開票
日前日の 10 月 21 日までの選挙活動が許可される期間に投稿された数
を、選挙期間日数の 12 で除した数値である。各政治家の総投稿数を用
いずに 1 日あたりの投稿数を用いることで、SNS の利用日数による差を
抑え条件を揃えることができる。 
















「現職」は、2017 年 9 月 28 日の衆議院解散時点で議席を有していた
政治家とそれ以外の政治家を区別するダミー変数である。 
「新聞登場回数」は、1985 年 1 月 1 日から 2017 年 10 月 21 日ま
でに朝日新聞に登場した回数について、同姓同名の別人物を排除したも
のをカウントし、0 を底に取らないよう 1 を足したうえで常用対数をと
ったものを示している。このため、1 単位の上昇は新聞登場回数が 1 桁
上がることを意味している。データの取得には朝日新聞記事データベー



















































上の理由から、これら 3 変数をあらかじめ統制する。 
 
表 5  使用変数リスト 
変数名 説明 
Twitter アカウント Twitter アカウントを保有しているかどうかを示す。 
Facebook アカウント Facebook アカウントを保有しているかどうかを示す。 
1 日あたり Twitter 投稿
数 （期間外） 
2014 年 12 月 14 日から 2017 年 10 月 9 日までの Twitter の
1 日あたりの投稿数を示す。 
1 日あたり Twitter 投稿
数 （期間中） 
第 48 回衆院選の公示期間である 2017 年 10 月 10 日から 2017
年 10 月 21 日までの 1 日あたりの Twitter の投稿数を示す。 
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1 日あたり Facebook 投
稿数 （期間外） 
2014 年 12 月 14 日から 2017 年 10 月 9 日までの 1 日あたり
の Facebook の投稿数を示す。 
1 日あたり Facebook 投
稿数 （期間中） 
第 48 回衆院選の公示期間である 2017 年 10 月 10 日から 2017
年 10 月 21 日までの 1 日あたりの Facebook の投稿数を示す。 
1 ポストあたり Twitter
拡散数（期間外） 











第 48 回衆院選の公示期間である 2017 年 10 月 10 日から 2017
年 10 月 21 日までの Twitter 投稿のうち、自分が作成した投




第 48 回衆院選の公示期間である 2017 年 10 月 10 日から 2017
年 10 月 21 日までの Facebook 投稿のうち、自分が作成した
投稿 1 件あたりにつきシェアされた数を示す。 
1 ポストあたり Twitter
お気に入り（期間外） 











第 48 回衆院選の公示期間である 2017 年 10 月 10 日から 2017
年 10 月 21 日までの Twitter 投稿のうち、自分が作成した投
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第 48 回衆院選の公示期間である 2017 年 10 月 10 日から 2017
年 10 月 21 日までの Facebook 投稿のうち、自分が作成した




Twitter フォロワー数 Twitter の 2017 年 10 月 21 日時点のフォロワー数を示す。 























4 Twitter についての分析 
 
4.1 Twitter についての一般的解説 









図 3 Twitter 年齢別ユーザー数 
（ガイアックス編集部 2017 より筆者作成） 
                                                  
32) 日本法人代表取締役笹本裕のコメントより。「Twitter が国内ユーザ




























 2017 年時点での世界のユーザーは 3 億 2,800 万人、うち日本のユー





 表 6 には Twitter を利用する政治家についての記述統計を示した。ア
カウントの保有率は立候補者 1,180 人中 562 人にあたる 47.63％であっ
た。なお、観察数と一致しないのは、2014 年 12 月 14 日投開票の第 47
回衆議院議員総選挙の期日以前に最後の投稿を行ったアカウント、およ
び第 48 回衆院選の選挙期間にあたる 2017 年 10 月 10 日以降に開設さ
れたアカウント計 18 個を含んでいるためである。今回の分析において
は前回の衆院選から今回の衆院選までの期間を対象とするため除外した。
今回対象となる選挙区の数（集団数）は 258 であった。 
 期間外の投稿数は 1 日あたり平均で 1.33 件であるが、選挙期間に入
ると 1 日 8.50 件に増加している。政治家の多くは選挙期間中に比べ、選
挙期間外の投稿数が減少しており全般的にはあまり積極的に利用してい
るとは言えない。また、政治家 1 人当たりの拡散数は選挙期間外には 1
件あたり 20.43 回であったが選挙期間は１件 35.66 回に増加している。
同様にいいね！数も期間外 1 件 20.02 回から期間中 1 件 60.81 回に増加
している。1 人当たり平時から 20 回程度拡散されているのは、一般的な
水準からみると多く感じるが、これらは有名な政治家のほうが拡散・い
いね！をされやすい傾向からである。例えば、このデータでは、選挙期
間外と期間中の投稿 1 件あたりの「いいね！」数の第 3 四分位点はそれ









変数名 観察数 度数 比率(％)
1180 あり 562 47.63%
なし 618 52.37%
544 男 451 82.90%
女 93 17.10%
544 現職 271 49.82%
新人・元職 273 50.18%
544 あり 80 14.71%
なし 464 85.29%








544 当選 271 49.82%
落選 273 50.18%
変数名 観察数 平均 標準偏差 最小値 最大値
DID人口比率 258 0.68 0.27 0.00 1.00
年齢 544 50.79 10.70 25.00 77.00
新聞登場回数 544 1.24 0.84 0.00 4.16
フォロワー数 544 7590.31 38652.78 4.00 764290.00
投稿数期間外 544 1.33 3.45 0.00 37.29
投稿数期間中 544 8.50 15.91 0.00 221.90
拡散数期間外 544 20.43 90.05 0.00 1386.23
拡散数期間中 544 35.66 213.74 0.00 4327.27
いいね！数期間外 544 20.02 110.97 0.00 2168.66









の選挙期間外と期間中の投稿 1 件あたりの「いいね！」数は 2168.66 と 






4.2 Twitter アカウント保有についての分析 
 まず、Twitter の活用の基本的な段階である「アカウントの保有」につ
いて分析する。 
 表 7 は、Twitter 保有を従属変数にとるランダム切片モデルの二項ロ
ジット・マルチレベル分析の結果を示したものである。統制変数につい















表 7 Twitter 保有を従属変数とする二項ロジット・マルチレベルモデルの推定結果 
 
  モデル 1 
切片 0.06  
 (0.09) 




維新 0.10  
 (0.41) 
希望 -0.10  
 (0.26) 











































果の分散 をそれぞれ σ21、 τ001 とし、切片のみのランダム切片モデルの
個人、集団レベルのランダム効果の分散をそれぞれ σ20、 τ000 として以
下のように表される（太郎丸 2016）。 
 






表 8 Twitter 投稿数を従属変数にとるマルチレベル分析の推定結果 
 
  期間外 期間中 
切片 0.28** 1.43*** 
(0.10) (0.18) 
男性 -0.18** -0.32** 
(0.07) (0.12) 
年齢 -0.01 -0.01  
(0.01) (0.01) 
維新 0.25  0.32  
(0.13) (0.24) 
希望 0.16  -0.04  
(0.09) (0.15) 
共産 0.65*** 0.78*** 
(0.09) (0.16) 
公明 0.16  0.22  
(0.13) (0.23) 
諸派 0.33** 0.55** 
(0.12) (0.21) 
無所属 0.14  0.05  
(0.14) (0.24) 
立憲 0.22* 0.89*** 
(0.10) (0.18) 
現職 0.30*** 0.15  
(0.07) (0.13) 
新聞登場回数 0.13* 0.04  
(0.06) (0.10) 
地元支援 0.02  0.06  
(0.08) (0.14) 
DID 人口比率 0.30** 0.58** 
(0.10) (0.19) 
決定係数 0.13 0.13 
観察数 544 544 
集団数 258 258 



























































表 9  拡散数・「いいね！」数を従属変数にとるマルチレベル分析の推定結果 
  拡散数 「いいね！」数 
  期間外 期間中 期間外 期間中 
切片 0.62*** 0.84*** 0.85*** 1.06*** 
 (0.09) (0.11) (0.09) (0.11) 
フォロワー数(千人) 0.01*** 0.01  0.01*** 0.01* 
 (0.00) (0.01) (0.00) (0.00) 
男性 -0.18*** -0.12* -0.25*** -0.14* 
 (0.05) (0.06) (0.05) (0.07) 
年齢 -0.01** -0.01*** -0.01*** -0.01*** 
 (0.00) (0.00) (0.00) (0.00)  
維新 0.54*** 0.58*** 0.50*** 0.53*** 
 (0.10) (0.12) (0.10) (0.13) 
希望 0.14* 0.13  0.01  0.08  
 (0.06) (0.08) (0.06) (0.08) 
共産 0.52*** 0.43*** 0.16* 0.18* 
 (0.07) (0.08) (0.07) (0.09) 
公明 0.22* 0.43*** 0.58*** 0.71*** 
 (0.10) (0.12) (0.10) (0.13) 
諸派 0.49*** 0.55*** 0.40*** 0.57*** 
 (0.09) (0.11) (0.09) (0.11) 
無所属 0.32** 0.30* 0.18  0.32* 
 (0.11) (0.13) (0.10) (0.13) 
立憲 0.63*** 0.72*** 0.48*** 0.68*** 
 (0.08) (0.09) (0.08) (0.10) 
現職 0.27*** 0.26*** 0.22*** 0.29*** 
 (0.06) (0.07) (0.06) (0.07) 
新聞登場回数 0.21*** 0.17*** 0.20*** 0.18*** 
 (0.04) (0.05) (0.04) (0.05) 
地元支援 0.03  0.07  0.06  0.08  
 (0.06) (0.07) (0.06) (0.08) 
DID 人口比率 0.23* 0.38*** 0.22* 0.39*** 
 (0.09) (0.10) (0.09) (0.10) 
決定係数 0.26 0.22 0.30  0.24 
観察数 544 544 544 544 
集団数 258 258 258 258 














4.5  Twitter が選挙結果に及ぼした影響の分析 














表 10 衆院選の当落を従属変数とするロジスティック回帰推定の結果 
  モデル 1 モデル 2
切片 -0.11  -0.27  
 (0.62) (0.64) 
男性 -0.33  -0.21  
 (0.42) (0.44) 
年齢 -0.03  -0.02  
 (0.02) (0.02) 
維新 -3.16*** -3.63*** 
 (0.68) (0.77) 
希望 -2.86*** -2.72*** 
 (0.48) (0.48) 
共産 -3.41*** -3.74*** 
 (0.51) (0.56) 
公明 -1.29* -1.29* 
 (0.62) (0.61) 
諸派 -3.84*** -3.97*** 
 (1.10) (1.11) 
無所属 -2.90*** -2.97*** 
 (0.74) (0.76) 
立憲 0.21  0.04  
 (0.53) (0.54) 
現職 2.22*** 2.17*** 
 (0.39) (0.41) 
新聞登場回数 1.23*** 0.97*** 
 (0.28) (0.29) 
地元支援 1.41** 1.50** 












































































5 Facebook についての分析 
 
5.1 Facebook についての一般的解説 




フォロワーまでしか広がらないことも Twitter との大きな違いである。 









図 4 Facebook 年齢層別ユーザー数 
（ガイアックス編集部 2017 より筆者作成） 
 
 表 11 には Facebook を利用する政治家についての記述統計を示した。




の投稿数は 1 日あたり平均で 0.36 件、選挙期間では 1 日 3.69 件となっ
ており、Twitter に比べて投稿数が少なくなっている。また、政治家 1 人
当たりの拡散数は選挙期間外には 1 件あたり 2.99 回、選挙期間は１件
































表 11 記述統計 
 
変数名 観察数 度数 比率(％)
Facebook 1180 あり 727 61.61%
アカウント なし 453 38.39%
239 男 196 82.01%
女 43 17.99%
239 現職 139 58.16%
新人・元職 100 41.84%
239 あり 47 19.67%
なし 192 80.33%








239 当選 147 61.51%
落選 92 38.49%
変数名 観察数 平均 標準偏差 最小値 最大値
DID人口比率 174 0.71 0.26 0.08 1.00
年齢 239 51.29 10.56 26.00 79.00
新聞登場回数 239 1.42 0.83 0.00 3.99
フォロワー数 239 2928.01 18500.63 9.00 284725.00
投稿数期間外 239 0.36 0.41 0.00 1.91
投稿数期間中 239 3.69 3.77 0.00 25.70
拡散数期間外 239 2.99 11.5 0.00 170.72
拡散数期間中 239 5.74 16.2 0.00 217.57
いいね！数期間外 239 119.74 909.95 0.00 14076.14








分位点はそれぞれ 74.62 と 69.08 であるが、小泉進次郎（自民党）の選






5.2 Facebook アカウント保有についての分析 
 Twitter 同様、まず Facebook の活用の基本的な段階である「アカウン


















表 12 Facebook 保有を従属変数とする二項ロジット・マルチレベルモデルの推定結果 
 
  モデル 1
切片 0.96*** 
 (0.11) 






希望 -0.52  
 (0.28) 
共産 0.05  
 (0.41) 
公明 0.47  
 (0.29) 










地元支援 0.20  
 (0.31) 






***p < 0.001, **p < 0.01, *p < 0.05 















い点は Twitter と異なっている。 
 














表 13 Facebook 投稿数を従属変数にとるマルチレベル分析の推定結果 
 
  期間外 期間中 
切片 0.23*** 1.45*** 
(0.06) (0.18) 
男性 -0.03 -0.25 
(0.04) (0.13) 
年齢 0.00  0.00  
0.00  (0.01) 
維新 -0.02 -0.29 
(0.08) (0.23) 
希望 -0.08 -0.05 
(0.05) (0.15) 
公明 -0.05 -0.28 
(0.07) (0.21) 
共産 0.05  0.07  
(0.06) (0.19) 
諸派 0.10  (0.25) 
(0.09) (0.28) 
無所属 0.06  0.37  
(0.10) (0.29) 
立憲 -0.04 0.17  
(0.06) (0.19) 
現職 0.15*** 0.11  
(0.04) (0.13) 
新聞登場回数 0.09* -0.01 
(0.04) (0.14) 
地元支援 -0.03 -0.09 
(0.04) (0.13) 
DID 人口比率 0.11  0.22  
(0.07) (0.21) 
決定係数 0.01  0.02  
観察数 239 239 
集団数 174 174 
































表 14 拡散数・「いいね！」数を従属変数にとるマルチレベル分析の推定結果 
  拡散数 「いいね！」数 
  期間外 期間中 期間外 期間中 
切片 0.80*** 1.36*** 3.57*** 3.67*** 
(0.17) (0.21) (0.26) (0.35) 
フォロワー数(千人) 0.09* 0.15*** 0.21*** 0.25** 
(0.04) (0.05) (0.06) (0.08) 
男性 -0.30* -0.36* -0.23  -0.61* 
(0.12) (0.15) (0.19) (0.25) 
年齢 -0.01  -0.02  -0.05** -0.03  
(0.01) (0.01) (0.01) (0.02) 
維新 0.09  -0.42  -0.73* -1.42** 
(0.21) (0.26) (0.33) (0.44) 
希望 -0.01  -0.09  -0.45* -0.36  
(0.14) (0.17) (0.22) (0.28) 
公明 1.20*** 1.30*** 0.70* 0.37  
(0.19) (0.25) (0.31) (0.40) 
共産 0.26  -0.14  -1.10*** -1.37*** 
(0.17) (0.21) (0.27) (0.35) 
諸派 0.27  -0.05  -0.83* -1.05* 
(0.25) (0.31) (0.40) (0.52) 
無所属 0.33  0.47  0.02  0.48  
(0.27) (0.35) (0.42) (0.57) 
立憲 0.13  0.04  -0.50  -0.34  
(0.17) (0.22) (0.28) (0.36) 
現職 0.12  0.18  0.52** 0.61* 
(0.12) (0.15) (0.19) (0.25) 
新聞登場回数 0.13  0.12  0.27  0.17  
(0.13) (0.15) (0.21) (0.26) 
地元支援 0.52*** 0.21  0.63*** 0.23  
(0.12) (0.15) (0.19) (0.25) 
DID 人口比率 0.51** 0.61* 1.06*** 1.10** 
(0.19) (0.26) (0.31) (0.42) 
決定係数 0.24 0.20  0.40  0.23 
観察数 239 239 239 239 
集団数 174 174 174 174 





























5.5 Facebook が選挙結果に及ぼした影響の分析 

















 仮説 1 について、アカウント保有の側面について、地元支援の強弱に
よって保有傾向に差は生じず、野党の中でも立憲・維新を除く野党は自
民党とアカウント保有傾向に差を生じさせないことがわかった。影響力 
                                                  
33) mediation パッケージ（Tingley et al., 2014）を用いたブートスト
ラップ法（リサンプリング 1,000 回）による媒介効果の検定をおこなっ
た結果、新聞登場回数における選挙期間外の「いいね！」数の媒介効果
は 0.09（p < 0.05）であった。また、地元支援における選挙期間外の
「いいね！」数の媒介効果は 0.06（p < 0.10）であった。 
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表 15 衆院選の当落を従属変数とするロジスティック回帰の推定結果 
  モデル 1 モデル 2
切片 -0.10 -1.79 
 (1.33) (1.55) 
男性 0.02  0.37  
 (0.56) (0.61) 
年齢 0.00  0.01  
 (0.03) (0.03) 
現職 1.81*** 1.73** 
 (0.54) (0.56) 
新聞回数 0.74* 0.48  
 (0.37) (0.39) 
地元支援 1.50* 1.31  
 (0.68) (0.71) 
維新 -2.69*** -2.54** 
 (0.80) (0.82) 
希望 -2.57*** -2.20***
 (0.61) (0.61) 
共産 -2.66*** -2.25** 
 (0.75) (0.78) 
公明 -1.23 -1.88* 
 (0.81) (0.86) 
諸派 -2.92* -2.78* 
 (1.27) (1.29) 
無所属 -2.40* -2.10 
 (1.04) (1.09) 
立憲 0.42  0.78  
 (0.74) (0.76) 
いいね！数期間外  0.01* 
















 仮説 2 について、農村地域においては Facebook アカウントを保有し 
ない傾向にあり、投稿の拡散数や「いいね！」数も減少する傾向にある
ことがわかった。 






















との関係構築に Facebook が用いられていることが示唆されている。 
裏を返せば、Facebook は支持基盤の強くない政治家、あるいは野党が
支持を広げるためのツールとして適していないことがわかる。立憲民主
党に所属する政治家は、他党よりも Twitter だけでなく Facebook のア
カウント保有を保有する傾向にあり、「いいね！」数も自民党に比べて有
意に少なかったわけではない。しかし、爆発的に支持を広げるために









内の比較、および Twitter と Facebook の比較を通じて、新たに 4 つの






































































































有権者が一票を投じるのは政治家個人である。第 4 節および第 5 節にお





活動を行うことが求められる。Twitter や Facebook の利点はフォロワ
                                                  
34) 「共産党、SNS 強化へ「サポーター制度」 赤旗電子版も」『朝日
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